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はじめに 

 

 2015 年 11 月 13 日にパリで発生したイスラム国による同時多発テロは世界中を震撼させた。多民

族国家フランスには国内に 530 万人の外国出身者である移民と 650 万人の移民二世が居住し人口の

19％を占めている。オランド政権は 2014 年に 9000 人を難民認定するなど厳格な同化政策と同時に

寛容な受け入れを示してもいたが、こうした政策スタンスが試されているともいえるだろう。 

アメリカ合衆国は 2015 年度にシリア難民 1700 名も含めて約 7 万人の難民を再定住者として受け入

れている。また現行の移民法制のもとでは年間総枠 67 万 5000 人が、経済移民として認定されている。 

 政治的迫害や生存の危機を理由に非自発的に越境を余儀なくされる難民と、主体的によりよい将来

やより豊かな生活を求めて移動する経済移民は概念上同一視することはできないが社会的内実とし

ては目の前の越境者が難民であるのか移民であるのか判断することには困難をともなうという現実

もある。 

 人はなぜ移動するのか？そのことによって社会にはどのような政治経済的効果がもたらされるの

か？越境者は社会的負担なのか、それとも社会を活性化させ成長を促す要因ともなりうるのか？ 

 欧州では、フランスのルペン率いる国民戦線のみならずスウェーデン民主党、デンマーク国民党、

オランダ自由党など進歩的であったスカンジナビアやオランダでさえ反移民を掲げるポピュリズム

が台頭するなどの政治的危機が生じている。（1）  

 他方、米国では草の根保守ティーパーティが保守系メディアやアドボカシーグループとともに反移

民のホワイトバックラッシュを展開する動きがみられるものの、共和党内部にもリパブリカン・ラテ

ィーノが台頭し、州知事・上院議員・大統領候補など多岐にわたる社会進出を実現している。 

 グローバル・マイグレーションが政治に与えるインパクトを考察するためには、狭義の人口構成や

選挙のアウトリーチのみならず、その社会的内実、労働市場への編入パターンや移民のコミュニティ
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がもつ社会的ネットワークを検討することが重要だろう。 

本論ではグローバル・マイグレーションの時代を理解するための政治経済学を検討した上で、欧州

との比較においてアメリカ合衆国の移民法制が辿った歴史的経緯を考察する。筆者がこれまで研究対

象としてきた「ラティーノ系移民と米国現代政治」への理解を深めるためにもグローバル・マイグレ

ーションの政治経済学と移民法制の再検討は重要な課題である。アメリカ社会においてラティーノが

果たしている役割の変容がラティーノの政治に与える影響力をどのように変化させていったのか検

討を試みる。（2）  

 

第一章 グローバル・マイグレーションへの視座 

 

 国境を越えた労働力の移動をめぐっては様々な問題が提起されている。人はなぜ移動するのか？受

入国はどうなるのか？送出国はどうなるのか？移民自体はどうなるのか？こうした基本的問題につ

いても多様な説明がなされている。先進国と途上国の経済格差、人口の不均衡、開発による破壊、送

出国と受入国の特殊な関係、移民のネットワークなど国境を超えた労働力の移動には多くの複合的要

因が作用している。 

受入国の労働市場はどうなるのか。国内労働者の雇用を脅かし失業率を上昇させるのか。経済に活力

を与え雇用を創出するのか。移民の享受する社会的サービスは、財政負担か、それとも移民自体が有力

な負担者なのか。こうした問題には絶えず対照的な解釈と、方向性の異なる影響力の交錯が生じている。 

 送出国はどうなるのか。失業が緩和されるのか、それとも熟練した労働力が流失してしまうのか。

専門職の流失、頭脳流失によって社会は活力を失ってしまうのか、それとも海外送金の拡大などによ

って新たな機会が生み出されるのか。 

 もっとも受入国－送出国の二国間関係からこの問題を論ずること自体にも多くの批判がある。途上

国から先進国への国境を越えた労働力移動の背景には途上国内部での農村から都市への膨大な人口

移動が想定される。またフランスやドイツなどに移民を送出しているスペイン・ポルトガル・ギリシ

ア・イタリアにはアフリカや西南アジアから多くの移民が流入している。こうした動きは世界経済全

体の構造的布置状況や、二国間関係を超えたダイナミズムがなければ説明できない。 

 移民自体はどうなるのか。政治的権利をも含めた市民権の獲得者、永住権へは至らない滞在権のみ

を持つ人々、国外退去を免れているだけの人々など移民にも様々な政治的立場がある。自らのアイデ

ンティティを認め合いながら多文化主義の下で共存できるのか、同化を強要されるのか、社会統合の

上でも多くの可能性がある。（3）  

 

 こうした国境を越えた労働力の移動をめぐる様々な問題を理解するためアレハンドロ・ポルテスと

パトリシア・ケリーの研究を紹介する。「変動する世界における労働力移動のイメージ」と題する研
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究論文は①国境を越えた労働力移動の原因、②労働力移動の安定性と方向性、③労働市場への編入パ

ターン、④移民の適応、について簡潔な整理を行っている。（4）  

 まず第一にポルテスとケリーは、「国境を越えた労働力移動の原因」としてプッシュ－プル理論を

挙げている。この分析視角は、個々の移民に出生地・祖国からの離脱を促すと考えられる経済的・社

会的・政治的要因を示すと共に、彼らを特定の目的地へと引きつける誘因を指摘する。典型的には労

働力を需要と供給に反応する商品とみなしたうえで送出国と受入国の賃金格差を強調する。プッシュ

要因を重視した場合には貧困・失業・政治的迫害などが放出条件として考慮される。しかし労働力の

需要と供給、賃金格差などの基準のみからは、なぜ特定の個人・国家・地域のみが国境を越えた労働

力移動を経験することになるのか、同様の状況にある個人・国家・地域あるいはより劣悪な環境にあ

るそれらが必ずしも同じ結果を経験するとは限らないのはなぜか、について説明することはできない。

多くの貧しい国々と多くの豊かな国々が存在する中で、ある特定の労働力移動が結果としてもたらさ

れるには、それを媒介する理由がプッシュ－プル要因に加えて明らかにされる必要がある。 

 プッシュプル理論が不十分であるため提示された代替案にリクルートメント理論がある。移民の送

り手となる地域と受け手となる地域の間に各々異なる利点が存在した場合に、雇用する側のリクルー

トメントにより移民の流れが生じる。最初の移民の波が新たな世代のための社会的ネットワークを築

くための土台となり、特定地域への労働力移動が恒常化するのである。典型的には旧西ドイツの公式

要請によるトルコ人ガストアルバイターがこれにあたる。公式の積極的要望による移民は、不法就労

の移民や強制された移民とは異なった類型をなしている。 

 プッシュプル理論、リクルートメント理論に共通する問題点としてポルテスとケリーはいくつかの

問題点を指摘している。まず第一はジェンダーの視点である。個々の労働者にとって有利と思われる

賃金や経済的条件ばかりでなく、移民の流れには社会的再生産の問題が深く関係している。先進国の

社会的再生産構造が変化すれば家事・育児・メイドなどにかかわる性差に依拠した分業に女性たちの

移民が関与していく。 

また移民自体の労働力再生産についても世帯や共同体次元での性差に基づく分業が重要になる。 

 第二の問題点は移民というものが 2 つの自己完結した社会的単位の間で生じているかのような錯

覚である。受入国、送出国ともに実際にはより大きなシステムの一部であり、2 つの社会的単位はそ

れに属しているに過ぎない。国際経済システムが相互依存の度合いを深めるにつれ、労働力移動をも

たらす力も変化してゆく。プッシュプル理論が想定した「新たな賃金水準や将来への期待」が浸透す

るばかりでなく、逆に途上国への資本制経済の浸透が社会的不均衡をもたらす場合もある。移民流失

国へ国内雇用を創出しようと意図された直接投資が、逆に農村から都市への膨大な人口移動を引き起

こし更なる大規模な移民の波をもたらした事例もある。 

 

 次に第二の論点として「労働力移動の安定性と方向性」について検討する。移民たちはより豊かな
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生活水準を求めて目的地へと移動し、厳しい労働を通じて社会的流動性のステップを徐々に上昇して

いく。世代間の流動性は移民の子どもたちを、価値と目的を共有する社会の中に溶け込ませてゆく。

こうした合理的計算と同化をイメージする移民類型に対し、これとは逆に祖国で目的を実現するため

の蓄財を動機とする類型もある。受け入れ社会への統合を望まず祖国への帰還を前提とする類型であ

る。しかしこうした類型からは段階的動き・循環的動きをする現実の移民の動態を理解することはで

きない。労働力移動の方向性と安定性を理解するためには、個人の選好や国家の役割ばかりでなく、

社会的ネットワークの検討が重要とされる。ポルテスとケリーは、メキシコ奥地の人々がシカゴ・デ

トロイト・サンディエゴの同胞たちと定期的に接触を維持している事例や、ドミニカ共和国の孤立し

た山岳都市でさえクイーンズ地区やブロンクス地区の労働市場について情報が行き届いている事例

を紹介している。世帯から始まり家族や共同体のレベルまで広がるネットワークは、時間や空間を横

断する集団関係に依存しつつ関係性を強化してゆく。驚くほど敵対的な環境の中での移民たちの成長

は支援のネットワークによる事例が多い。移民たちと労働市場との関係は社会的ネットワークに媒介

されており、この構造は移民の流れを安定させる。社会的ネットワークは経済的自立圏へと変容する

ことで内部に新たな機会をも生じさせる。社会的ネットワークの動態が移民の方向性と安定性を解明

する上で不可欠とされるのである。 

 

 第三の論点として「労働市場への編入パターン」を検討する。まず移民を国内労働力の補完物とみ

なす分析視角がある。移民は拡大基調の経済の中で自国の人口が使い尽くされ労働力不足が現実とな

ったときに雇用を見出すという考え方である。国内労働者がより高給かつ威信ある立場へと移動して

ゆくところでは、新規参入者は同じ過程の最初の一歩として単純労働を受け持つ。労働者不足は底辺

において生じるので、未熟練・半熟練労働者に対する賃金が雇用者側の競争による結果として上昇す

ることになる。このことは目的地での機会を求める新しい移民を引きつける。他方雇用者は賃金の高

騰を防ぐ手段として労働力の新たな源泉を求める。こうした二重の過程が結果として更により一層の

移民を促すことになる。このような分析視角は、様々なレベルの才能を与えられた諸個人が、自分の

望む目標を求めて自由に移動するという社会イメージの上に成立している。こうした視点からは、多

くの移民たちの何世代にも及ぶ従属的立場という現実は説明できない。ポルテスとケリーによれば上

昇型の社会的流動性は、自営業に就いた韓国人・ユダヤ人・キューバ人のように合法的に経済的自立

圏を築いた人々にのみ存在し、未熟練農業労働者として雇われたメキシコ人の場合のように、非合法

の移民の間ではその可能性はほとんど拡大されてこなかったという。開かれた経済社会という幻想に

対し、現実には下位のサブ・システムから上位のサブ・システムへの移動を妨げる構造的障壁が存在

している。 

 また移民は実際には失業・不完全雇用の状態にある国内労働者と共存している。雇用者が国内労働

者の影響力や要求を管理する手段として移民の雇用を利用するという政治的動機も存在する。さらに
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移民は拡大基調の経済にのみ見出されるわけではない。伝統的産業が空洞化した衰退地域に新規投資

が行われた場合、移民が望まれる事例も多いという。 

 移民の労働市場への編入パターンを分析するもうひとつの考え方としては「二重経済論」がある。

先進国における労働市場の分断化を前提とした考え方である。二重経済の中心には寡占的セクターが

存在し、資本集約的技術と独自の内部労働市場により経済活動が行われる。生産コストに適正利潤を

マークアップすることで価格は決定され、企業自体に価格形成力があるような領域である。これに対

し下位の労働市場は、労働集約的な小規模の競争的企業からなり、価格や賃金も需給バランスに依存

し、高水準の転職率・不意の解雇・乏しい利益・労働者の不満などが特徴とされる。下位の労働市場

が移民へ依存し、移民を緩衝材としているという見方である。国内労働者が引き受けたがらないルー

ティン・ワークを移民が担う場合もこれにあたる。こうした分析視角は失業と移民が同時に存在する

ことを説明可能だが、現実には移民労働者の雇用は競争的零細企業に限定されるわけではなく、カリ

フォルニアのエレクトロニクス産業などではヒスパニック系やアジア系の比率が高まっている。 

 これらの分析視角から見落とされてきた労働市場への参入パターンとしては「エスニック・エンク

レイブス」がある。これは共通の出身地・民族的背景を持つ人々が独自に形成する経済的自立圏を意

味している。労働力移動の最初の波で経験やリソースを持つ企業家や専門家がある領域に参入を果た

すと、民族的背景を共有しながら低所得層に属する移民たちは、先行者たちが確立した業界の中で雇

用を確保する。経済的自立圏の移民たちは物理的にも密集し、国内企業を補完するよりも競合関係を

持つ。独自の貯蓄・信用システムを持ち、成功した企業家は仲間を昇進させ新規参入を支援していく。

獲得された人脈やノウハウは自営業へ独立するための基盤となる。結果としてエスニック・エンクレ

イブスの移民たちは短期間のうちに管理職や中小企業経営者へと上昇してゆくことが可能となる。労

働市場への参入パターンとして独自の論理が形成されているのである。 

 

 最後に検討する論点は「移民の適応」に関するものである。移民を国内労働力の補完物とみなす立

場は適応に関しては社会的・文化的同化を強調する。人種の坩堝理論では、価値・規範・生活スタイ

ルの融合が多数者と移民との制度的調和をもたらすと考えている。移民にとってこうした同化は社会

への受け入れを認めるものであり、より高い権力的立場への接近やよりよい将来の約束を移民の子ど

もたちにもたらすという見方である。これに対して二重経済論の立場は、移民が支配的言語や文化を

習得したところで多数者との親和・同化に至るとは限らないことを示唆している。社会的に分断され

た二重構造の現実を知った少数者は、政治的対抗手段として民族文化が活力となることを強調するの

である。民族性の持つ社会的機能は、ネットワークによる倫理的・物質的支援から、投票行動を通じ

た陣営としての利益に至るまで多岐にわたる。また出身国内では希薄な関係に過ぎない他地域出身者

との間にも民族性の共有が自覚される。民族性は分断された社会の中に移民が編入されてゆく現実の

過程と結びついて、新たな意味を獲得するのである。移民たちが社会全体から孤立している場合、民
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族的イデオロギーによって不平不満や政治的流動化がもたらされる事態も想定しうるが、エスニッ

ク・エンクレイブスにみられるように、ある程度の孤立が必ずしも移民に不利に働くとは限らない場

合もある。むしろ流動化や紛争の可能性が増すのは、移民やその子孫たちが彼らの共同体を離れて、

経済的社会的中心部へと参入を始める場合とされている。上昇志向の流動性に対して差別や構造的障

害が明白になるのである。こうした見方はエスニック・コンペティション仮説として提示されている。 

 

 グローバル・マイグレーションをめぐっては、欧州において典型的なパラドクスが存在する。通説

的には国民国家・国民経済の枠組で実現されたはずの高度成長が、国境を越えた労働力移動に支えら

れており、逆にグローバリゼーションの時代に移民の規制へと向かった現実がある。（5）  
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ドイツの場合、国内の労働力不足を補完するため 1961 年にトルコとの間に政府間双務協定が締結

され、ガストアルバイターが高度成長の担い手となった。しかし 1973 年には EC 域外からの移民受

け入れは停止され、1991 年新外国人法ではガストアルバイターとその家族の定住化・法的地位強化

が推進される一方で、移民流入の強化が規制された。（6）  

 英国の場合、国内労働力の補完は英連邦からの移民が担っていたが、1971 年移民法、1981 年英国

国籍法により英連邦市民は 3 種類のカテゴリーに分類され、居住権を保持できるのは英国市民のみと

なり、海外市民は外国人同様、入国管理の対象となった。96 年法、99 年法、2002 年法でも入国者数

の制限や管理体制がますます強化され、IT 関連の労働許可証の総数拡大など一部の例外を除くと規制

強化の流れが定着している。またＥＵ域内の移動の自由を保障するシェンゲン協定には加わらず、逆に

難民の庇護あさりを禁止するダブリン条約は積極的に推進するなど独自の現実路線を選択している。（7）  

 

第二章 比較のなかの米国移民法制 

 

 移民により建国され移民を国力の基盤としてきたアメリカ合衆国が例外的に原国籍による選別を

行っていたのが 1924 年から 65 年までのクウォーター・ロー時代である。これは 1920 年の白人人口

比率に応じて各国別割当を設定し、1927 年以降移民受け入れの上限を 15 万人に限定するというもの

であった。1890 年から 1914 年にかけて激増した新移民 1800 万人への対応として、東欧系・南欧系

の後発移民を排除する目的があったとされる。また西半球には制限がなくアジア系は全面禁止という

地域的な偏向もあった。（8）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1942 年にはアメリカ・メキシコ両政府間でブラセロ協定が締結された。これはアメリカの第二次

世界大戦参戦を受けて、労働力不足を補完するため、年度ごとに契約更新がなされる季節労働者を対

象にしたものである。第一章で検討したリクルートメント理論に該当する事例といえる。ブラセロ協

定による流入者は戦時下で 5 万人程度、戦後は 1956 年の 44 万 5197 人をピークに 1964 年に至るま
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で平均 25 万人、全体としては 23 年間で 464 万 6207 人がプログラムの対象となった。正規の農業労

働者にとってブラセロは、組織化を妨げスト破りの温床となり労働条件を低下させるものとみなされ、

1964 年に廃止された。（9）   

また 1965 年には「原国籍による選別は志願者の出生地という個々人には選択の余地がない偶然を

選択の基準としていた」というクウォーター・ローへの批判からハート・セラー法が制定された。志

願者の技能・職能、離散家族の再結合という 2 つを選別の基準に設定し、上限として東半球 17 万人、

西半球 12 万人が認められた。これは社会的内実として戦火を逃れた欧州移民の「家族呼び寄せ」を

意図するものだったが、技能により入国したアジア人が膨大な家族を呼び寄せるなど予期せぬ現実を

もたらした。ハート・セラー法には国境管理や懲罰に関する精緻な規定がなく大量の非合法移民を生

み出すことにもつながった。 

ブラセロ協定の廃止を受け、メキシコ政府は雇用創出を目的として国境工業化計画(マキラドーナ

計画)を推進したが、これは農村から都市へ、農村から工場への人口流入を飛躍的に拡大し、非合法

移民を増加させる要因となる。これは第一章で検討した「途上国への資本制経済の浸透が社会的不均

衡をもたらす事例」に該当するだろう。非合法移民の流れは農業分野にとどまらず都市のサービス経

済にも拡大することになった。 

 1986 年のシンプソン・ロディーノ法は、一定の条件を満たした非合法移民の合法化を目指し、最

終的に 300 万人にアムネスティを与えたが、非合法移民の雇用者に罰則規定を与えるものでもあった。

その内容は①5 年以上アメリカに滞在し、これを証明する文書があれば合法化、②非合法移民と知っ

た上でこれを雇用した経営者への処罰、③移民帰化局・国境警備隊の強化と共にＨ２Ａと呼ばれる契

約労働者を認めるゲストワーカー計画、などである。 

「移民はＡＦＬの雇用を奪う」と述べたサミュエル・ゴンパース以来、労働組合内部にはある種の反

移民感情があり、またスト破りに移民が利用されるなどの事情もあって、AFL－CIO は非合法移民の

雇用主へ制裁を課す 1986 年法案を推進する立場をとった。 

 こうした状況に変化が生じたのは 1990 年代である。ケント・ウォンらの設立したアジア・太平洋

系アメリカ人労働者連合 APALA が 1992 年以来、移民労働者の組織化や移民政策の転換を提起し、

2000 年 2 月 16 日には AFL－CIO も従来の移民政策を転換するに至ったのである。そこでは更なる

600 万人の非合法移民に対するアムスティや雇用主への制裁撤廃が掲げられている。（10）  

2005 年 12 月に下院を通過したセンセンブレナー法案は、非正規滞在移民と彼らを支援した人々に

刑事罰を課すという内容だったため、全米に激しい反対運動が広がった。2006 年 3 月 10 日から 5

月 1 日にかけて「3 月 25 日連合」「移民と難民の権利全国ネットワーク」などを中心に 500 万人が全

米各地の 100 以上の都市でデモをしたとされる。ロサンゼルスでは 3 月 25 日から 5 月 1 日までの間

に 200 万人がデモを行い、ニューヨークでも 5 月 1 日に 35 万人がデモに参加した。センセンブレナ

ー法案に反対する 5 月 1 日の抗議行動は「移民のいない日」と呼ばれ事実上のゼネラル・ストライキ
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に相当するインパクトを与えた。動員は数の上では公民権運動のピーク時を超えるものだったとケン

ト・ウォンが語っている。当日の経済的ボイコットは、地域経済にすさまじい余波を及ぼし、商業地

区の事業停止などの衝撃を与えた。こうした文脈を受け共和党の提案した包括的移民制度改革法案は

2007 年 6 月 28 日に上院で否決されるに至っている。（11）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第三章 ラティーノ系移民と現代アメリカ政治 

 

 これまでグローバル・マイグレーションを分析する視座と比較のなかの米国移民法制について検討

してきた。欧州各国には、高度成長期に移民の労働力に依存していたにもかかわらず、グローバル化

の時代に移民の規制へと向かったパラドックスが存在する。しかし米国にはこうしたパラドクスはな

く 1924 年から 65 年までのクォーター・ロー時代が例外的な原国籍による移民制限の時代であった

ことが確認された。 

そしてクォーター・ロー時代にあっても 1942 年から 64 年に至る期間メキシコとの間に政府間協

定としてブラセロ・プログラムが締結された。これは第一章で検討した移民の流れとしては、リクル

ートメントの類型に妥当する。そしてブラセロプログラム廃止にともなうメキシコのマキラドーラ計

画が国内雇用創出の目的とは対照的に農村から都市へ、農村から工業への人口移動を飛躍的に拡大し

ていった。 

 23 年間のブラセロ計画該当者は総計 467 万人であったが、シンプソン・ロディーノ法による 300
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万人の合法化措置を経てもなお今日の非合法移民は 1200 万人に上っている。そして農業分野の下部

労働市場と貧困の問題に過ぎなかったラティーノ系移民が都市経済を支えるサービス労働の担い手

や国政選挙の帰趨を左右する存在として米国の現代政治に大きなインパクトを与える存在となって

ゆく。第三章では人口構成の変化と国政選挙に与えるラティーノ系移民の影響力について検討する。 

米国における人口構成の変化は、10 年ごとに行われる米国国勢調査において明らかにされるが、

2010 年の調査において、ラティーノ系人口は 5047 万 7594 人となり、全米の 16・3％を占めるに至

った。ニューヨーク市、ロサンゼルス市、サンアントニオ市などの主要都市ではラティーノ系人口が

急増している。人口の 49％をラティーノ系が占めるロサンゼルス市ではラティーノ系ビュアゴッサ

が市長を 2 期務めるなど市政への影響力を強めている。また 30 代でサンアントニオ市長となったジ

ュリアン・カストロも、その後オバマ政権に入閣するなど将来を嘱望されている。1970 年代にロサ

ンゼルスに占めるラティーノの比率が 16％であったことを考えると、長期推計として全米で彼らの

影響力が高まっていくことは否定できない。（12）   
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 2008 年の大統領選挙では彼らの 67％がオバマを支持し、サラザール内務長官とヒルダ・ソリス労

働長官の 2 人が入閣を果たした。2012 年には彼らの 71％がオバマに投票し、ビュアゴッサが民主党

全国大会の議長を務めるなど重要な役割を果たした。 

 接戦州でも勝敗の帰趨を彼らが握る事例は数多い。2004 年に共和党が勝利したにもかかわらず 

2008 年に民主党が奪還した州は九つあるが、ニューメキシコ、ネバダ、フロリダ、コロラドではラ 

ティーノの動向が勝敗を左右したとされている。また 2012 年には接戦州のすべてで民主党が勝利し、 

ラティーノはその原動力となった。（13）  

 ラティーノが人口構成の上でシェアを拡大してゆくことは民主党の支持基盤を拡大してゆくこと

につながるといえるのだろうか。国政選挙の一般有権者レベルではそうした傾向をみてとることがで

きる。しかし州知事や議員レベルではリパブリカン・ラティーノと呼ばれる人々の台頭もみられる。

すでに 2012 年タンパの共和党大会でマルコ・ルビオは「ヒスパニック・ラティ－ノ系にアウトリー

チしなければ共和党は永久に小数化することになる」という基調報告を行っている。2016 年に向け

た大統領選でも共和党の有力候補にラティーノ系の台頭がみられる。テキサス州選出上院議員のテッ

ド・クルーズはキューバ系移民の子としてカナダに生まれ、ハーバード・ロースクール終了後最高裁

への勤務、ブッシュの選挙スタッフを経て司法省副次官の経歴を持つ。また前述したフロリダ州選出

上院議員のマルコ・ルビオもキューバ系移民の両親を持ちながら保守派のホープとして活躍している。

父と兄が大統領経験者である元フロリダ州知事ジェブ・ブッシュもコルンバ夫人がメキシコ出身とい

うこともあり、スペイン語に堪能でラティーノ社会に支持者が多い。富裕層や政界志望者の中にリパ

ブリカン・ラティーノが増大しつつある傾向が示されているといえるだろう。（14）  

 これまでの米国政治には、相対的に学歴や教育水準が低い白人高齢者層にホワイトバックラッシュ

の傾向がみられ、草の根保守・アドボカシーグループ・保守系メディアの複合体が「ティーパーティ」
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のような保守派の潮流を生み出してきた。（15）  

 ラティーノなどのマイノリティや働く女性、若者層を担い手とする西海岸に展開されたソーシャ

ル・ムーブメント・ユニオニズムや全米各地に広がったオキュパイ運動は、これと対照的に進歩的な

潮流を生み出してきた。（16）  

 こうした「グレイ対ブラウン」の図式は人口構成の変化に対するホワイトバックラッシュと理解さ

れてきた。しかし移民を潜在的犯罪者とみなす保守系メディアのステレオ・タイプ化を鵜呑みにする

草の根保守とは異なったタイプのリパブリカン・ラティーノが共和党内部でも有力な存在となってき

ている。ラティーノ系の人々が経済的立場としてアメリカ内部でどのような位置を占めているのかも

可変的である。過去 10 年の国政選挙でみられた明示的な政党への態度が持続されていくのか過渡期

にあるといえるだろう。 

 

結びにかえて 

 

 グローバル・マイグレーションを理解するうえで重要なのは、システムとしての全体の構図である。

ブラセロ・プログラム廃止にともなうメキシコのマキラドーナ計画は国内に雇用の受け皿を創出する

目的で推進されたが、逆に農村から都市への膨大な人口移動を引き起こし大規模な移民の波をもたら

した。資本制経済の浸透が社会に不均衡をもたらした事例といえるだろう。過去 23 年間、ブラセロ

プログラムの対象者が総計 467 万人にとどまっていたのに対し、その後の非合法移民はシンプソン・

ロディーノ法による合法化措置 300 万人を除いて 1200 万人に及んでいる。 

 こうしたインパクトはアメリカ国内にも波及し、「カリフォルニアの農業経営をささえる労働力の

補完」という文脈から、都市経済を支えるサービス産業労働者としてラティーノがアメリカ社会で果

たす役割は変化してゆく。IT 産業や金融業がひしめく最先端の高層ビル群もジャニターの清掃作業

や警備員、飲食店従業員などの貢献なくしては成り立ち得ないのだ。 

 センセンブレナー法案への反対運動として展開された 2006 年 5 月 1 日「移民のいない日」のデモ

ンストレーションは事実上のゼネラルストライキに相当する効果を示し、多大な影響力をもたらした。

人口構成に占める 16％のシェア、5047 万人という大きさもさることながら、社会において彼らが果

たしている役割そのものがもはやアメリカ経済において彼らが必要不可欠であることを物語ってい

る。（17）   

 本論でも検討したように 2008 年、2012 年の大統領選挙、国政選挙でもラティーノが選挙結果に与

えた影響は大きい。これらの結果はラティーノの人口構成に占める比率が増大すればするほど民主党

にとって選挙結果は有利に働くというものだった。（18）  

しかし「農業労働力の補完」から「都市経済に必要不可欠なサービス産業労働者」へと彼らの役割

が変容したように、社会で成功した第二世代や裕福なラティーノが増加するにすれ政党支持の傾向に
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変化が生じてきている。2012 年の共和党大会でニューメキシコ州知事スザンヌ・マルチネスが行っ

た演説は告白にも似た衝撃的なものだった。「父も母も私も民主党員でしたが、ある日私は自分が心

の底では共和党を望んでいることに気づいたのです。」（19）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ラティーノが果たす役割も経済人・実務法曹から州知事、上院議員に至るまで多岐に及んでいる。

2016 年大統領選挙に向けた共和党の予備選挙でもマルコ・ルビオ、テッド・クルーズの 2 名がラテ

ィーノ系であり、ジェブ・ブッシュもメキシコ系のコルンバ夫人を通じてラティーノ社会に浸透して

いる。アメリカ社会で果たす役割、経済社会に占める属性の変化は単に影響力が増大するというだけ

でなく政党支持の態度をも変容させうるのである。 

非合法移民の合法化をめぐっては従来でも民主・共和両党とも内部に賛否両論が存在するなど錯綜

した状況にある。狭義の移民政策や選挙キャンペーンのアウトリーチの成否だけでなく、人口構成の

上で比重を増すラティーノが社会的内実として、どのような役割を果たす存在へと変容してゆくかが

アメリカ政治とラティーノの関係を規定してゆくといえるだろう。（20） 
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注 

（1）２００２年４月２１日のフランス大統領選挙では、極右のジャン・マリー・ルペン候補が１６・８６％の得票率を獲得し、ジョ

スパン社会党党首の１６・１８％を上回り、シラク大統領との決選投票へ進んだ。移民排斥を訴える極右の進出は世界

に大きな衝撃を与えた. 

（2）筆者は日本政治学会において過去に二度、ラティーノとアメリカ政治について報告している. 

   ２００９年１０月１１日(日) 分科会Ｄ２ 「ヒスパニック系移民と現代アメリカ政治」 

   ２０１３年 ９月１５日(日) 分科会Ａ５ 「２０１２年大統領選挙における社会運動と投票行動」   

（3）移民研究に関する包括的整理としては、The Migration Reader:Exploring Politics and Policies. edited by 

Anthony M.Messina & Gallya Lahav,2006,LYNNE RIENNER PUBLISHERS.London. を参照.  

（4）A.Portes and M.P.F.Kelly,“Image of Movement in a Changing World :A Review of Current Theories of 

International Migration” in International Review of Comparative Public Policy, JAI Press,1989. 

（5）Stephen Castles and Mark J.Miller,1993,The Age of Migration :International Population Movements in 

the Modern World ,Hampshire,Palgrave Macmillan.  p.6,p.70.を参照. 

（6）久保山亮(２００３)「ドイツの移民政策－移民国型政策へのシフト？」 

   小井戸彰宏 編著『移民政策の国際比較』第３章、明石書店、を参照. 

（7）柄谷利恵子(２００３)「英国の移民政策と庇護政策の交錯」、小井戸編著、前掲書、第４章. 

（8）アメリカの移民法制については、K.R.Johnson,R.Aldana,B.O.Hing,L.Saucedo,E.F.Trucios-Haynes,2009, 

   Understanding Immigration Law, LexisNexis.を参考にした. 

（9）Leonard Dinnerstein& David M.Reimers,2009,Ethnic Americans:A History of Immigration,(Fifth 

Edition)p.155 

（10）ロサンゼルスにおける移民労働者の動向、ソーシャルムーブメント・ユニオニズムについては２００８年１２月の海外研

修でＵＣＬＡレーバーセンターから示唆を受けた. 

近年の動向については一次資料およびケント・ウォン所長、ビクターナロー氏からのヒアリングに依拠している. 

（11）センセンブレナー法案を契機とし、移民法改正をめぐり展開された政治過程については、 

   Victor Narro,Kent Wong,Janna Shadduck-Hernandez, “THE 2006 IMMIGRANT UP RISING” in New 

Labour Forum, Vol.1,Spring 2009. に依拠した. 

「移民のいない日」については総括文書、当日のタイムテーブルを主催者メンバーの一人、ビクターナロー氏から入

手した. 

（12）“ Census Brief :The Hispanic Population 2010.”p.3,p.11.published by U.S.Department of Commerce 
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